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はじめに

2007年12月にインドネシアのバリにて，第13回気

候変動枠組条約締約国会議／第３回京都議定書締約

国会合（以降バリCOP13と呼ぶ）が開催され，バ

リ行動計画と呼ばれる歴史的な気候変動対策の合意

がなされた（UNFCCC 2007）。これは京都議定書

を批准しなかったアメリカ，京都議定書において削

減義務を負わなかった中国などの開発途上国が，は

じめて京都議定書第１約束期間に続く新枠組みを議

論することに合意したものだ。この歴史的な合意に

対して，日本を代表する４つの新聞，読売新聞，朝

日新聞，毎日新聞，日経新聞は，COP13最終日の

12月16日の報道で不正確な伝え方をした。この会議

の焦点は，「先進国は2020年までに1990年と比べ，

25～40％ガス排出量を減らす」という削減目標の数

値が合意文書に入るか否かであったが，その数値が

最終的な合意文書であるバリ行動計画から落ちた，

と一斉に報道したのだ（朝日 2007，毎日 2007a，

読売 2007a，日経 2007）。COP13は，第13回気候

変動枠組条約締約国会議と第３回京都議定書締約国

会合の二つの会議から構成されており，「25～40％

削減」の数値は，気候変動枠組み条約の下の合意文

書からは落ちたが，実は京都議定書の下の合意文書
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要約

　日本の環境政策形成は，政府だけではなく，市場，市民社会，科学・技術，コミュニケーション・メディア

の５つのアクターの相互作用の動態として分析される（池田 2013：21）。特に政策の方向性を左右するのは，

メディアに，政府，産業界，市民社会それぞれの言説がどのように扱われるかによる。しかし日本の主要メディ

アは，記者クラブ制度などからくる構造的な習性として，政府や産業界を主な取材源とすることが多く，記事

に偏りがみられることもあった。この状況を打破するべく，従来のNGO広報の常識を破る，新たな戦略的広

報を，国際NGOのWWFジャパンが2008年から実施し，実績を上げている。本稿では，このWWF戦略を参

与観察し，その成果を検証した結果を踏まえ，1995年COP15から2015年パリCOP21会議（パリ協定）までの

間に，NGOが主要メディアの中でどの程度専門家として扱われるようになったかについて新聞記事テキスト

分析を行った。その結果，特にコペンハーゲンCOP15以降には，WWFの言説が，政府や産業界のカウンター

パートとしてメディアに取り上げられるようになったことが示唆された。同じ期間に国内NGOが，1997年の

京都議定書会議をきっかけとして次第に成長して専門化し，社会的影響力を強めてきたことも観察された。こ

れはNGOとメディアとの相乗効果を産みだす新しい関係が，環境政策の十全性を高める方向へ寄与する可能

性を示している。
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には入っていた（UNFCCC 2007）。しかし４紙と

もに京都議定書の合意文書に数値が残ったことには

言及せず，正確に報道したのは共同通信のみであっ

た（共同 2007）。４紙ともに公式な修正は行わな

かったが，毎日新聞は10日後の12月26日のCOP13

を総括する記事で「京都議定書の作業部会では，13

年以降の先進国の削減を考える目安として明記され

た」と追記した（毎日 2007b）。朝日新聞は翌年２

月27日の社説で京都議定書の合意文書に入ったこ

とが伝えられた（朝日 2008）。読売新聞では記事で

はなく，NGOであるCASA（地球環境市民会議）

の早川光俊氏による「論点」で言及された（読売 

2007b）。日経新聞はその後のフォローアップはな

かった。「25～40％」という数値は，COP13に先立っ

て2007年に発表されたIPCC（気候変動に関する政

府間パネル）の第４次評価報告書で，先進国の削減

するべき数値として紹介された象徴的な数値で，こ

れがCOP13の合意文書に入るかは，まさにCOP13

の交渉の焦点であった。しかしこの最も重要な交渉

ポイントが，日本を代表する新聞４紙に正確に報道

されなかったのだ。

この背景には，日本の主要メディアの持つ構造的

な課題がある。この数値を合意文書に入れることは，

２週間にわたる国際交渉において欧州連合と小島

しょ国連合が強く主張したが，アメリカと日本は強

硬に反対した（気候ネットワーク 2008，朝日 2007，

毎日 2007b）。結果として激しい交渉の最終局面で

これらの数値が落ちる展開となった。日本のメディ

アは記者クラブ制度によって伝統的に政府からの情

報源に強く依存する体質にある（２で詳細分析）。し

かし政府の記者会見では，通常は自国に都合の悪い

ことは積極的には伝えない傾向にある。日本政府の

記者会見で，ことさらには説明がなかった「京都議

定書の下の合意文書には25～40％が入っている」と

いう事実を記者たちが知ることが遅れて，COP13の

最終日の報道には含まれなかったと考えられる。

言うまでもなく，メディアは一般大衆や政策決定

者へ温暖化について普及啓発する最も大きな媒体で

ある。その主要メディアが政府の情報源に大きく依

存するあまりに正確に報道することに欠けていたと

するならば，日本の温暖化対策を前進させる力には

なりにくい。本稿では，バリの不十分な報道をきっ

かけとして，WWFジャパンという国際NGOの日

本支部が，環境記事の正確度を上げるために実施し

てきた日本のメディアに向けた「戦略的舞台裏広

報」について検証し，1995年から2015年までの報

道記事の動向を追って，NGOが環境報道に及ぼす

影響力の変遷と将来性を考察した。新聞記事を使っ

たテキスト内容分析はこれまでの先行研究に数多く

あるが，Andersonは，テキスト内容分析といった

メディア中心的なアプローチは部分的で狭い視点の

分析となりがちと指摘しており（Anderson 2015：

380），「メディアと関連したニュース情報源（科学

者やNGO，政策決定者など）の戦略的・戦術的な

働きかけの組織的な分析を含む，情報源とメディ

アの厳格な実証研究が必要である」と主張してい

る（Anderson　2015：381）。そこで本稿では，テ

キスト分析のみならず，筆者自身が所属するWWF

ジャパンという国際NGO側からメディアに対して

８年にわたって働きかけてきた戦略の分析と検証を

主な研究対象とした。このため，本稿の手法は能動

的な参与観察によって実施されたものである。

本稿はまず日本の環境政策を担うステークホル

ダーを分析し，次にメディアのニュース制作から

その構造的・文化的なバリアを解明する。続いて

７年間にわたるWWFジャパンの「戦略的舞台裏広

報」の目的とその手法と経緯を分析する。その戦

略によって，WWFをはじめとするNGOが主要メ

ディアの中で専門家として扱われるようになったか

についての検証には，客観性を確保するために記

事検索手法を用い，1995年のCOP1から2015年パリ

COP21（パリ協定）までの期間の新聞記事を対象

として調査した。最後にNGOからの働きかけによ

るメディアとの新しい関係が日本の環境政策過程へ

及ぼしうる影響について考察する。

１．日本の政策決定プロセスに関与するス

テークホルダーの分析とNGOの役割

　はじめに日本の気候変動政策のプロセスにかかわ
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るステークホルダーの関係を見ておきたい。池田

は気候変動政策とエネルギー政策との複雑な連関

構造を公共施策の在り方という観点から俯瞰的に

分析するフレームワークとして，「公共政策のペン

タゴナル・モデル（Pentagonal Model of Public 

Policy）」を提示した（池田寛二 2013：21）。池田

（2013：21）によると，公共政策はすべて「政府」，

「市場」，「市民社会」，「科学・技術」，それに「コミュ

ニケーション・メディア」という５つのアクター間

の相互作用の動態として分析される。グローバル化

が進んだ現代においても，公共政策の決定と担い手

は政府であることには変わりないが，排出権取引な

どの市場メカニズムの導入にみられるように，公共

政策の市場への浸透が昨今のトレンドとなり，市場

の関与が大きくなってきた。さらに現代の公共政策

の特徴は，気候変動政策が，科学者による温暖化の

発見によって生み出されたことからも分かるよう

に，科学技術というアクターの影響力が極めて大き

い。また今日の公共政策の方向性の議論に影響を及

ぼすのはニュース・メディアである。さらに1992

年の地球サミットを契機として，環境政策過程に非

政府組織（NGO）といった市民運動団体の参加と

影響力が不可欠になってきた。これらの５つのアク

ターがそれぞれ固有の異なった時空に埋め込まれた

まま，絶えざる複雑な相互作用によって，現代の公

共政策が展開されていると示した。

　一方，それぞれのアクターの公共政策形成へ及ぼ

す影響力は大きく異なるようだ。佐藤によると，気

候変動問題という高度な専門性を必要とする政策

形成は限られた数の組織によって担われる（佐藤

2016：29）。その気候変動政策ネットワークは，影

響力の大きい団体を中心にまとまり（ブロック）が

観察できる構造になっており，経産省を中心とした

ブロックと，環境省を中心としたブロック，それに

経団連（日本経済団体連合会）を中心としたブロッ

クの３極に分類されるという。それぞれのブロック

は，ブロック内の団体同士でサポート関係のまと

まりを作った上で，ブロック間で綱引きをしてい

る。日本の政策形成においては，環境省ブロック

と経団連ブロックが経産省ブロックを挟んで綱引

きをしている構図と分析されており，この３極構

造の中で最もまとまった政治的影響力を持ってい

るのは経団連ブロックである１。日本の国内気候変

動政策が，排出量取引制度など環境省ブロックが

推奨する規制的・経済的手法ではなく，経団連ブ

ロックが推進する自主的行動計画を中心としてい

るのは，この力関係から来ていると推定されてい

る。NGOは環境省ブロック内に位置するが，その

ブロック内においても影響力は大きくはない（佐

藤 2016：37-42）。したがって池田寛二の言う５つ

のアクターのうち「市民社会」は，日本ではいまだ

政策過程において影響力は限定的といえるだろう。

特に日本の環境NGOは，社会的影響力のある存在

と認識されているとはいいがたく（Reiman 2010：

117，Hasegawa 2010：85），全体として財政規模

の小さい団体が多く，専門スタッフが少ないため，

政府政策に対して対案を提示することが難しいとい

う問題を抱えている（毛利 2011：77）。日本におい

て気候変動政策の提言を行うNGOは極めて限られ

ており，世界の気候変動に関する環境NGO1100団

体が所属するネットワークであるCAN（Climate 

Action Network: 気候行動ネットワーク）の日本

支部であるCAN Japanに所属する団体は，2016年

８月現在で13団体にすぎない。そのうち国連会議に

常時参加して国際交渉を追っているのは８団体程度

であり，さらにCOP以外の中間会合までスタッフ

を派遣しているのは，国際NGOでは世界自然保護

基金（WWF: World Wide Fund for Nature）ジャ

パンと地球の友（FoE: Friends of the Earth）ジャ

パン，国内NGOとしては気候変動NGOネットワー

クを組織する気候ネットワーク，地球環境市民会議

（CASA）の４団体だけである。また国際環境NGO

の日本支部といっても，日本におけるNGO全体の

存在感の低さを反映して，最も会員を多く抱える

WWF ジャパンにおいても会員数は４万３千人にす

ぎない（WWFジャパンa）。人口が日本の６割であ

るドイツにおいて，WWFドイツの会員は日本の10

倍以上の50万人を擁する。オランダに至っては国民

の100人に３人がWWF会員であり，仮に同じ率で

計算すると，日本においては500万人ものWWF会
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員がWWFの活動を支えていることになる。この規

模の会員に支えられることによって社会的影響力を

行使する欧米のWWFオフィスと比べると，WWF

ジャパンは極めて限定的な影響力しか持ちえないこ

とは想像に難くない。

ここで本稿で意味する「市民社会」「NGO」を定

義しておきたい。市民社会とはきわめて多義的な概

念であるが，池田寛二（2013：25）は「自らの社

会が〈排除と包摂〉の緊張関係のダイナミズムの中

で絶えず変容し続けていることを深く自覚してい

る「市民」がつくる社会」と表す。その市民社会を

代表するNGOは，共通の目的や関心を持つ人々に

よって自発的に組織される非政府組織と定義され

る。同様の意味を持つ言葉に非営利組織NPOがあ

る。NGOもNPOもともに市民社会を活動の場とす

る市民社会組織であるが，日本ではメディアを中心

に，国際協力に携わる民間団体をNGOと呼び，国

内で活動する非営利の民間団体をNPOと呼ぶ場合

が多い（毛利 2011：11）。NGOという言葉が初め

て公式の文書に登場したのは，1947年に採択され

た国連憲章であるが，その第71条でNGO協議制度

が作られ，一定の資格要件を満たすNGOに「協議

上の地位（consultative status）」が付与された。

当時は複数の国で活動する団体と規定されていたた

め，協議上の地位を得たNGOの大半は欧米の大規

模な国際組織となった。これがいわゆる国際NGO

であり，環境分野ではWWFやグリーンピースなど

がよく知られている。その後冷戦終結とともに，地

球規模の諸問題への関心が高まり，国連はその解

決に向けて協議上の地位を持つ国際NGOだけでな

く，一国内で活動するNGOにも世界会議に参加す

るよう奨励した。中でも冷戦終結後の1992年に開催

された地球サミットでは，協議上の位置を持たない

NGOにも参加資格を付与する緩和措置を実施し，

その後の世界会議にも適用されるようになった（毛

利 2011：３-11）。このように地球サミットが契機

となって，NGOは市民社会の考えを国家を通すこ

となく直接，国際政治に反映するルートを得たので

ある。本稿では，国連気候変動枠組条約に参加する

NGOの動向を取り扱うため，国際NGOの一つで

あるWWFジャパンと，日本国内の気候変動NGO

を束ねる気候ネットワークを取り上げる。

２．日本の環境ジャーナリズムの分析と課題

気候変動問題において，メディアの果たす役割は

大きい。Rennが中心となって提唱しているリスク・

ガバナンス論においては，現代社会においては気候

変動問題をはじめとする多くのリスクは，一般市民

には感知することは不可能であり，メディアを通じ

てそのリスクを知ることになる （Renn 2005：32）。

実際に日本においてもほとんどの人が，環境問題に

関するリスク情報や対策技術について，テレビや新

聞報道といったメディアに頼っている（Sampei & 

Aoyagi 2009：204）。環境問題を状況から争点へ，

さらには政策的関心へと動かしていくには，メディ

アに取り上げられることは極めて重要である。メ

ディアに登場しなければ，人々の話題になることも

政策形成プロセスに取り上げられる可能性も限りな

く低い（Hannigan 2014：100）。したがって日本

においてもメディアが気候変動問題をいかに伝える

かは，政策形成の方向性を決めるといっても過言で

はない。

まず日本のニュース製造プロセスを見ていこう。

日本で環境を伝える記者は，環境省の記者クラブに

所属するものが主となる。記者クラブとは「公的機

関などを継続的に取材するジャーナリストたちに

よって構成される取材・報道のための自主的な組

織」と規定される（日本新聞協会）。各中央官庁や

地方自治体，経団連など経済団体などに記者クラブ

の部屋が設けられており，メンバーは全国紙と地方

紙，テレビ局，通信社などに限られている。外国大

使館からの批判などで外国人記者へ門戸は開かれた

が（EU 2003），フリーランスの記者などには開か

れていない。官庁の記者会見は記者クラブで開催さ

れるため，記者クラブとの間でほぼ情報を独占し，

他を排除することによって政府官庁とマスメディア

の密接な関係が生まれ，報道内容も画一的な内容と

なりやすいという（林 2006：131-132，竹内 2005：

204-206，前坂 1996：139-149）。その一環として，
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環境報道においても日本の主要メディアは政府を主

な情報源とするものが多い。

　メディア各社は伝統的にどの部の記者をどの記者

クラブへ送るかを決めている。例えば経済部の記者

は経済産業省へ，政治部は官邸クラブへといった具

合であるが，環境省記者クラブの出身部はよりバラ

エティに富む。日本の環境行政は公害への対応から

始まり，特に水俣病の社会問題化もあいまって体系

化が必要となって，1971年に環境省の前身となる

環境庁が発足した（環境省 1992）。産業から排出さ

れた水銀の海洋汚染が原因である水俣病は，科学的

な問題でもあると同時に，加害者・被害者が対立す

る社会的な問題でもあった。そのため，水俣病の取

材には，科学部，医療部，社会部，生活部など様々

な部がかかわることになり２，環境庁が設立された

際にはこれらの様々な記者がその記者クラブに所属

することとなった。その後環境政策の立案過程を取

材するために，内政部や経済部の記者も派遣され

るようになった。しかし地域的な公害問題と違っ

て，気候変動は非常に複雑なグローバル環境問題

で，その取材のためには温暖化の科学から国際政

治，経済，対策技術など幅広い知見が必要となる。

数多くの先行研究が，記者が科学的，技術的，経済

的，政治的に矛盾した主張が多くある環境問題を解

きほぐすことに困難を感じることを指摘している

（Hannigan 2014：108など参照）。さらに日本の記

者に特有の課題は，２～３年ごとに様々な記者クラ

ブにローテーションされることである。ようやく気

候変動問題に精通してくる頃には，次の未経験の記

者にバトンタッチすることになり，詳しい記者が継

続的に取材できる状況が整わない。

　「一般的に，ニュースの構築は文化的，あるいは，

政治的要因によって影響されることがあっても，逃

れることのできない報道機関の組織的ルーティーン

に左右される」とHannigan（2014：102）は描写し

ているが，日本の環境を取材する記者を取り巻く状

況は，まさにHanniganの言う「組織的ルーティー

ン」に陥っているといえる。気候変動交渉の取材は，

４つの面で記者たちを困惑させる。一つ目は国連会

議の込み入ったプロセスに記者たちが戸惑い，取材

の仕方がわからないことだ。交渉のウェブサイトか

ら必要文書を探し出すだけでも，未経験の記者に

とってはほとんど不可能に近い。二つ目は，気候変

動交渉に特有の特殊用語が次々に生まれるため，経

験の浅い記者にとっては理解もできないことだ。た

と え ばINDC （Intended Nationally Determined 

Contribution＝国別決定貢献案）という言葉が，気

候変動交渉で最も重要な“国別の削減目標”を意味す

ることは，どの辞書にも載っていない。また国連交

渉につきものの国々のグループ化，近年台頭してい

る LMDC（Like Minded Developing Countries=

同志国）などにあらわされるように，地域別の国グ

ループだけではなく，複雑な思惑で常にメンバー国

が入れ替わる，新しい国グループが誕生している。

経験の浅い記者にとっては，どの国がどのグループ

を代表して発言しているのかも理解できない。三つ

目はこの気候変動交渉は1990年から綿々と続く先進

国と途上国の根深い対立を軸としており，その歴史

を知らないと，現在の交渉の論点がわかりにくいと

ころだ。そして四つ目に特に日本の記者に特有なの

が英語の壁である。すべて英語（あるいはほかの国

連公用語）で行われる国連交渉は，英語が得意でな

い記者には直接取材はほぼ不可能に近い。これらの

困難さが立ちはだかって，日本の記者たちは，国内

でなじんでいる記者クラブ制度の下で，日本政府が

日本語で行う記者ブリーフィングに大きく頼ること

になる。こういった要因がCOP13の結果報道のミス

を招いたといえるのではないか。

　それでは，どのようにしたら，この日本の環境報

道が構造的に陥っている「組織的ルーティーン」を

克服して，より正確で，一国の視野にとどまらない

グローバルな視点で，環境記事を生み出せるように

なるのだろうか？　解決の糸口は，日本のメディア

に，政府という情報源以外に，よりグローバルな

視野を持つ「国際NGO」をも，政府のカウンター

パートとしての取材源とみなしてもらうことにある

のではないか。二つの意味でこれには意義がある。

国際環境NGOは，科学者・法学者・公共政策や国

際関係などの様々な分野の専門家をスタッフとして

抱え，極めて高い専門知見と強大な情報収集力を持
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ち，グローバルな環境問題を扱う国連会議などにお

いて活動する団体である。阪口（2005）は，国際

NGOが大きな影響力を持つのは，各国政府を凌駕

するほどの高度な専門的知識と能力を有するからと

分析している。その国際NGOが日本の記者にとっ

て政府以外の重要な情報源となるならば，気候変動

交渉の正確さやよりグローバルな視点での記事に貢

献できるのではないか。しかし日本においては，１

で説明したように，NGOは政策決定プロセスに大

きな影響力を及す存在とは認識されていないという

課題がある。逆にいえば，メディアは社会の縮図で

あるから，メディアがNGOを政策決定プロセスの

重要なステークホルダーと認識するようになれば，

日本においてもNGOが政策決定に及ぼす影響力も

高まっていくと思われる。本稿では，国際NGOで

あるWWFジャパンが，上記二つの目的，①日本の

気候変動交渉に関する記事の正確度を高める，②

NGOの言説を政府のカウンターパートとして取り

上げられるようになる，を期して実施したメディア

戦略を取り上げて，その効果と変遷を追っていく。

３．WWFジャパンの戦略的舞台裏広報の目的

と手法の詳細

３．１．WWF「戦略的舞台裏広報」開始の背景

Anderson（2014：２）は，「環境問題がどのよ

うにニュースメディアにフレーミングされるかは重

大な意味を持つ。なぜならば何が正当性があって

常識であるかがそのフレーミングによって決定さ

れるからである」と言う。フレーミング，つまり

メディアがどのように伝えるかによって，世論の

形成の方向が異なってくる（青柳 2015：104）。環

境問題とは往々にして関係者間で深い対立構造を

持っており，科学者，産業界，政策決定者，それに

NGOは，人々の認識に影響を及ぼすために，ニュー

スのフレーミングに影響を与えようと戦っている

（Anderson 2014：３）。しかし，大手のメディア

はたいていの場合，政府や科学者などの公的機関の

情報源を，NGOよりも重用する（Carlson 2009：

529など）。特にNGOが欧米ほどには影響力がない

（長谷川 2010：85など）日本においては，日本のメ

ディアにNGOの視点に耳を傾けてもらうには，新

たな戦略が必要であった。

国際NGOの一つであるWWFジャパンは2007年

のバリCOP13における主要メディアの不正確な報

道を契機として，2008年から新しいメディア戦略を

開始した。これはKonishi（2005）の「環境条約の

交渉を効果的に前進させるためのメディア戦略」を

実施したものである。この戦略は，環境問題を報道

するメディアが直面する課題の分析結果をもとに，

記者がより広い視野で取材できるように，国連の専

門機関やNGOなどクレームメーカーたちに，記者

たち自身の能力を高める教育の提供を提唱している

もので，記者が「客観性」と「バランス」を報道姿

勢の要としていること（Hannigan 2014：110）を

活用することがカギとしている。記者は一般的に

NGOの主張は軽視する傾向にあるが，研究者や国

際専門NGOが，客観的で事実に基づいた情報を提

供するならば，はるかに耳を傾けるようになる。そ

こでWWFの新メディア戦略は，NGOの主張を前

面に出すことは控えて，客観的で事実に基づいた情

報をバランスよく記者へ提供することとし，記者自

身の取材能力を高めることを第一の目的とした。こ

れはNGOの伝統的な広報戦略，すなわち“NGOの

主張を取り上げてもらうこと”を目的としないため，

国際NGOにとっては全く新しいメディア戦略で

あった。WWFの名前を出すことを目的とせず，あ

くまでも舞台裏で記者たちの能力向上を図る手法で

あるため「戦略的舞台裏広報」と名付けられた。

３．２．日本の気候変動NGOの中におけるWWFジャパ

ンの役割

　まず、環境保護を使命に掲げるWWFジャパン

が，なぜ主張を前面に押し出すこともなく，記者へ

客観的で事実に基づいた情報提供に徹することが可

能だったのか，しかもなぜメディアがWWFを客観

的な情報提供者としてみなすことが可能になったの

かという疑問に答える必要がある。WWFは，「地

球の自然環境の悪化を食い止め，人類が自然と調和

して生きられる未来を築く」ことを使命とし，フ
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ルタイムスタッフ5000人を抱えて，世界100か国で

様々な自然保護活動を展開している国際環境NGO

で，WWFジャパンは世界のWWFオフィスの16番

目として1971年に設立された（WWFジャパンa）。

この戦略的舞台裏広報（以降WWF戦略と呼ぶ）を

始めた当初は，WWFジャパン内でも「限られたス

タッフの時間と資金を記者の能力向上のためだけに

使っていいのか，WWF主張の普及に使うべきであ

る」という強い抵抗があった。しかし「記者の能力

が向上すれば，政府だけの情報源に頼る必要もなく

なり，気候変動交渉の実態がより正確に日本の市民

に届くようになる。また，教育手法の継続によって，

次第に記者たちのフレーミングに，WWFの考え方

が影響を及ぼすことも期待される」と筆者はWWF

ジャパン内を説得し，2008年にこの新戦略を開始

することとなった。また，WWFインターナショナ

ルは，「生きている地球レポート」などの科学的な

報告書を出すことで，市民に地球の危機を訴える

ロビースタイルがよく知られていた（古田 2015：

128）。このため，WWFジャパンが事実に基づいた

情報を提供することに対して記者たちが信頼を寄せ

る土壌があったと考えられる。

　さらにWWF戦略は，WWFジャパンのみなら

ず，COP会議中には世界の環境NGOネットワーク

Climate Action Network（以降CANと呼ぶ）の

日本支部CAN Japanに所属する他の日本のNGO

と協働して実施した。WWFジャパンが主導して，

COP会議中には，その日の交渉の進展を日本語で

解説する「CANジャパン記者ブリーフィング」を

WWF戦略のコンセプトに沿って毎日開催した。

CAN JapanにおいてCOP会議に常時参加するの

は，１．で述べたように４団体程度で，専門スタッ

フはそれぞれ１～２人程度に限られる。さらにどの

NGOも独自の広報機能は持っていないため，WWF

ジャパンがCANジャパンのメディア戦略をも事実

上主導することとなった。

３．３．WWFの「戦略的舞台裏広報」の実施

WWFの戦略的舞台裏広報は，全国紙や地方新聞，

テレビ局，雑誌などの主要な報道媒体を対象とした。

台頭するオンラインメディアやソーシャルネット

ワークは，NGOに新たに多様なコミュニケーション

ツールを提供してはいるが，日本においては依然主

要紙が最も信頼されるニュース源であるためである

（青柳　2015：106）。WWF戦略は主に二つの種類の

能力向上セミナーから構成された。一つは，毎月定

期的に東京にあるWWFジャパンで開催される，気

候変動の国際交渉セミナー「WWFスクール（スクー

ル・パリなどその年のCOPの開催地の名前がついて

いる）」と，COPなどの国連会議中に開催する「CAN

ジャパン記者ブリーフィング」の２種類である

（WWFジャパンb）。WWFスクールは，気候変動の

科学から，交渉の歴史，国際政治関係，先進国と途

上国の対立ポイント，さらに炭素税などの気候変動

対策までシリーズ化して毎月定期的に開催し，記者

の基礎知識を継続的に築き上げることを試みた。忙

しい記者に毎月参加してもらうために，WWFスクー

ルは以下の５つの原則に沿って実施された。

　 多様な情報提供：WWFスクールではNGO

の主張はほとんど前に出さず，客観的で事実

に基づいた情報提供に徹し，立場の違う多様

な視点の情報を提供した。情報提供に基づい

てどういったフレーミングをするかは記者次

第という原則を貫いた。

　 タイムリーなフック：Pralle（2009：796）

が指摘したように記者は常時話題性を求める

ため，毎月のテーマはタイムリーなトピック

にからめて選んだ。あらかじめ取材準備した

い記者のニーズに応えてCOP，G７，G20，

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）な

どの気候変動に関する国際イベントの前に

は，会議の事前レクチャーを提供した。

　 権威付け：毎月のWWFスクールは筆者とも

う一人のWWFジャパン専門スタッフが主に

講義したが，環境コミュニケーションの成功

にはスピーカーの信頼性が重要というMoser

（2010：37）に従って，３回に１回は大学や

研究機関からの外部講師のレクチャーを実施

した。外部講師を呼ぶことはWWFスクール

に権威付けを行うと同時に，環境十全性が高
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い研究者をメディアのインタビュー対象とし

て紹介する，という二つの役割を果たした。

　 ロジスティクスのサポート：WWFスクール

はCOPやその中間会合の前には，COPの議

長が出すシナリオノート（議長が会議をどの

ように進めたいかを示す）を元に会議プロセ

スを説明し，必要な文書の見方などロジス

ティクスのサポートを提供した。未経験の記

者には特に手厚く対応した。

　 英語サポート：COP関連の必要文書を翻訳

し，日本語による解説を望む記者のニーズに

応えた。特殊用語の解説や，これまでの交渉

の歴史，論点整理など記者が日本語で記事を

書く際にすぐに参照できるようメディアパッ

ケージを用意した。

３．４．WWF戦略的舞台裏広報の変遷（2008年から

2015年）

WWFスクールは，COP取材のサポートを必要と

していた記者に歓迎され，2008年開始直後から朝

日，毎日，読売，日経，産経などの全国紙，地方新

聞，NHKや民放，環境雑誌の記者が常時20人前後

参加し，のべ参加人数は2008年から2015年までに

1786人に上った（図１）。COP15やCOP21など注目

を集めたCOPの年の参加が多いが，その合間のテ

クニカルな内容のCOPの際にも少なくとも10人以

上の参加があり，WWFスクールがCOP取材に欠

かせない情報源となったことがわかる。環境省記者

クラブに所属する記者のほとんどが定期参加者とな

り，経済部や国際部所属の記者も多くみられた。毎

年春から初夏にかけて，記者の移動があるため，２

～３年ごとに前任者からの紹介で後任記者がやって

きて，WWFスクールは，経験者のための本編と，

新規記者のための基礎編の二つを開催するようにな

り，記者の情報源として引き継がれるに至った。

COPや中間会合中には，CANジャパンによる記

者ブリーフィングを毎晩開催し，その日の交渉のポ

イントと翌日の注目点などを解説した。当初は日本

の他のNGOから，ロビー活動ではなく，記者の取

材サポートをメインとすることに疑問の声があがっ

ていたが，記者が多く集まる様を見て，他のNGO

の間にもWWF戦略に対する理解が広がった。国外

で開催されるCOP会議は，日本メディアの海外特

派員によってカバーされることも多いが，特派員

たちは往々にして環境の専門性がないため，CAN

ジャパン記者ブリーフィングはより歓迎され，広く

特派員たちの支持も集めることとなった。

３．５．WWF戦略の効果の分析結果について

WWF戦略的舞台裏広報が2008年から実施されて

図１：WWFスクール参加記者数の推移

出典：筆者作成



67環境報道におけるNGOとメディアとの相乗作用の考察

から８年たった2015年に，その効果を計るための

調査分析が行われ，一定の成果を上げたことが確認

された（Konishi 2017）。その調査は３つから成り

立ち，Betsill&Corell（2011）の「国際環境交渉に

おけるNGOの影響力を分析するフレームワーク」

が用いられて，WWF戦略の二つの目的，①日本の

気候変動交渉に関する記事の正確度を高めること，

その結果として②NGOの言説を政府のカウンター

パートとして取り上げられるようになったかが調査

された。Betsill&Corellのフレームワークは，交渉

におけるNGOの影響力を検出するためには，プロ

セストレース，つまりプロセスを追うこと（Process 

Tracing） と， 反 事 実 的 分 析（counterfactual 

analysis）の二つが必要と説く。これは交渉の合意

結果にNGOが影響を及ぼしたかどうかを検証する

手法であり，NGOの活動に注目して，対象とする

相手がNGOの働きかけによって行動を変えたかど

うかを見るものである。一つ目の調査は８年間にわ

たるWWFスクールへの記者の参加率が調査され，

WWFが記者に伝達したかった情報が記者に届いた

かが検証された。二つ目は記者たちが政府以外の情

報源としてNGOを重要視するようになったか，報

道記事がより正確により国際的な視点で書かれるよ

うになったかについて，2009年と2015年に記者ア

ンケートが行われた。この二つの調査によって，①

の目的：記事の正確度とよりグローバルな視野の

記事が増加したことが示唆された。三つ目の調査

は，WWFの視点がニュース記事に反映されるよう

になったかを調べるために，2015年の４月から７

月に，NGOと政府の意見が大きく分かれる論点で

ある「日本の2030年の温室効果ガス削減目標」に対

して，４つの全国紙と共同通信の記事を対象に内容

分析が行われた。この結果，WWFを含めた日本の

NGOのフレーミングがニュース記事に反映された

ことが示され，②の目的：NGOの言説が政府のカ

ウンターパートとして反映されるようになったこと

が示唆された（Konishi 2017）。回り道のようでは

あるが，記者の能力向上および取材サポートを地道

に行う手法「戦略的舞台裏広報」は，環境報道の向

上に寄与しうることが示されたといえる。

４．主要メディアにおけるWWFと日本の気候

変動NGOの台頭

Konishi（2017）の３つの調査からは，WWFジャ

パンをはじめとする日本の気候変動NGOが，戦略

的舞台裏広報によって，メディアの報道記事の正確

度向上や記事の視点のグローバル化に貢献している

ことが示された。さらに，WWFや日本の気候変動

NGOのスタッフそのものが，次第に政府や産業界

のカウンターパートとして並び立つ主要な有識者と

して扱われるようになってきたことも示唆された。

そこで本稿では，WWFと国内気候変動NGOの双

方について，1995年から2015年までのCOPに関し

ての20年間の報道の中で，その存在や主張がどの

ように捉えられ，有識者として扱われるようになっ

たかについて，追加調査を行って検証することとし

た。政府や産業界と比べて相対的に社会的地位の低

かった日本のNGOを，メディアが有識者として取

り上げるようになったことが検証されたならば，日

本の環境に関する政策決定プロセスにおいてNGO

の影響力が高まったことが示唆される。

４．１．調査対象と調査手法

　まず温暖化交渉に関する記事の総数の変遷を分析

してから，それらの記事の中でNGOがどのような

存在として取材されているかを調査した。対象メ

ディアは，WWF戦略の効果を検証した３つの調査

とあわせて，読売，朝日，毎日，日経（日経産業含

む）の全国紙４紙と共同通信とした。保守から革新

を代表する新聞と通信，経済紙であり，日本の政

策決定者や市民の考え方へ及ぼす影響が大きいメ

ディアである。対象記事は，第１回気候変動枠組条

約の開催された1995年から，パリ協定が採択され

た2015年までの20年間に，気候変動枠組条約締約

国会合COPに関して書かれたニュース記事とした。

具体的にはCOPは毎年年末に開催されることから，

その年の10月１日から翌年の２月28日（うるう年に

は29日）までの間に，「第○回気候変動枠組条約締

約国会合」「COP○」それにその年に決まった国際

合意の名前の３つで検索をかけた。例えば，1997年
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ならば，検索ワードは「第３回気候変動枠組条約締

約国会合」「COP3」「京都議定書」といった具合であ

る。データベースは，読売，朝日，毎日に関しては，

@niftyの検索を使い，日経は日経テレコム，共同

は共同通信データベースなどを使用した。さらに

WWFに取材している記事を探すために，「WWF」

「世界自然保護基金」の二つで検索をかけた。WWF

戦略は，日本の気候変動NGO全体の影響力アップ

も目的としていたために，日本の気候変動NGOを

代表する気候ネットワークに関する記事も調査対象

とし，「気候ネットワーク」と，気候ネットワーク

の前身である「気候フォーラム」の二つの言葉で

検索をかけた。そしてWWFと気候ネットワークが

どのようなフレームでメディアに取り上げられてい

るかを読み解くためにコーディングを行った。コー

ディングの詳細は，４．３で説明する。

４．２．COP会議に関する記事総数の推移とその特徴

　気候変動交渉に関する記事総数の推移（図２）を

みると，第１回と第２回のCOPにはほとんど記事

がなかったのに対し，京都で開催されたCOP3から

は記事数が急激に増え，国内開催によって関心が高

まったことが見て取れる。翌年と翌々年には記事数

が一気に落ち込んだが，2000年にまた記事数が増

えたのは，アメリカが京都議定書を批准しなかった

ことによって日本が交渉のキープレーヤーとなった

からと考えられる３。その後はまた2007年まで記事

数は低迷した。この期間には国内開催や日本が交渉

の焦点になるなど，日本に大きく関係しない限り

は，メディアの気候変動交渉に対する関心が薄かっ

たことがわかる。その後2007年のバリCOP13でバ

リ行動計画が合意されたときには，京都議定書を批

准しなかったアメリカや，大排出国でありながら削

減義務を持たなかった中国の動向へ強い関心が国内

からも寄せられた結果，記事数は再び増加した。し

かしこの時の主要メディアの報道が理解不足から不

十分であったことは本稿のはじめに指摘したとおり

である。2009年のコペンハーゲンCOP15は，京都

議定書第１約束期間に続く新枠組みの合意が期待さ

れた注目の会議で，当時歴史的な政権交代を果たし

た民主党政権が，1990年比で2020年25％削減とい

う，世界の先進国の中でも最も野心的な削減目標を

掲げて温暖化交渉のリーダーと目されたことも反映

して，国内でも大きな注目を集め，記事数は1500

を超えた。しかしCOP15では次期枠組みの合意は

ならず，すべての国が削減行動に取り組む新協定の

成立は，2015年のパリCOP21まで待たねばならな

かった。2009年のコペンハーゲンCOP15と2015年

図２：COPに関する記事総数の推移

出典：筆者作成
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のパリCOP21は国際的に気候変動交渉の山場であ

るために，この年の記事数が突出して多いことは自

明の理であるが，その合間である2010年から2014

年にも，COPに関する記事数は，200から300本と

一定数を保った。その前の1997年から2007年まで

は，日本に関係ない限り，国際交渉には関心が薄

く，記事数が数十本であったのとは対照的である。

しかもこの間の2011年には東日本大震災に続いた

福島第一原発事故が発生し，メディアの焦点は原発

に移って，国民の気候変動に関する関心は非常に低

くなっていた。それにもかかわらず200～300本と

いう記事数を保った理由には，日本のメディアが次

第に気候変動交渉に精通してきて，国際交渉の動き

そのものに関心を深めてきたことが考えられる。そ

れにはWWFの戦略的舞台裏広報も寄与したことは

Konishi（2017）で示された通りである。なお，日

経新聞はCOP3京都会議の際には，他新聞に比べて

数分の一の記事しかなかったが，コペンハーゲン

COP15やパリCOP21の際には，ほかの３紙を凌駕

する勢いの記事を掲載した。気候変動交渉が，次第

に科学や社会の話題から，経済の話になった時代を

反映していると考えられ，興味深い。

４．３．掲載記事の分析手法

　次にWWFと気候ネットワークが掲載されている

記事を同じく1995年から2015年まで分析した。どの

ようなフレームでWWFと気候ネットワークが取り

上げられているかを分類するために，「NGOそのも

のを取材対象とする記事」，「NGOのパフォーマン

スを描いている記事」，「NGOの出した研究報告を

紹介する記事」，「NGOスタッフを有識者としてコ

メントを掲載している記事」，さらに「NGOスタッ

フを有識者の論者として論説インタビューを掲載し

ている記事」の５種類に分けてコーディングした。

これらの分類は後者になるほどに，NGOを有識者

として，より重要視している順番の取り上げ方にな

る。インタビュー論者となるのが最も専門性を認め

られている形態で，コメントの掲載もそれに次いで

有識者と認識されていることを示す。NGOスタッ

フを有識者として扱う後者二つには，さらにWWF

の場合にはWWFインターナショナルのスタッフの

場合と，WWFジャパンのスタッフとに分けた。ま

た，NGOの研究報告を取り上げる記事は，NGOの

専門性を評価している証左となる。パフォーマン

スは，NGOがCOP会議中に衆目を集めるために行

図３：WWF掲載記事の分類
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うパレードなど伝統的な手法であるが，これらパ

フォーマンスを取り上げる記事は，NGOの価値を

認めてはいるものの，専門性を評価しているとは

言えない。NGOそのものを取材対象とする記事は，

1997年の京都会議の時によく見られた形態で，京都

会議をきっかけに結成されたNGOネットワークに

新規性があるために，その存在自体をニュースとし

て取り上げたものである。これはNGOの専門性を

問う以前の，最も初期のNGOの取り上げ方である。

分析対象とした記事は，歴史的な国際条約が決

まった（あるいは決まるべきだった）節目の年で

ある京都COP3（1997年），コペンハーゲンCOP15

（2009年），パリCOP21（2015年），それにテクニカ

ルだが重要な決定がされたバリCOP13（2007年），

ダーバンCOP17（2011年）とした。これらの年は，

記事数が多いのはもちろんだが，日本目線だけでは

なく国際的に重要な会議であったため，日本の報道

の熟度を見るのにふさわしいと考えた。

４．４．　WWF掲載記事の調査分析

　WWF掲載記事から具体的な結果を見ていこう。

図３の折れ線は，COPに関連する全記事に対する

WWFの掲載記事の比率である。掲載記事数はCOP

全記事数の推移にほぼ比例しており，掲載比率は

2011年を除いて大体1.5％前後である。2011年に

WWF掲載率が高いのは，国際交渉上重要な決定が

された時ではあるが，2009年や2015年とは違って

テクニカルな成果であったために，WWFの専門的

な解説に，より記者が頼ることになってコメント掲

載率が増加したと考えられる。この2011年を除いて

WWF掲載率は増加していないが，内容を見ると明

らかに変化している。WWFの場合には国際NGO

ということからか初めから有識者としてのコメント

掲載が多いが，2007年はWWFインターナショナル

のスタッフのコメントが主であった。つまり日本

のNGOスタッフよりも海外スタッフが重視されて

いたことがわかる。ところが次第にWWFジャパン

のコメントが，WWFインターナショナルよりも多

くなってきた。これは日本のWWFスタッフもコメ

ントを取るにふさわしい存在とメディアに認識され

てきたことを示唆する。しかも2009年からはイン

タビュー記事の掲載が増え，論者として論陣を張る

存在となってきた。2015年には19本のうち17本ま

でが有識者としての扱いであり，さらに毎日新聞

の「論点」に紙面４分の１の大きさで顔写真付きで

掲載される論者の一人としてや，日経産業新聞に顔

写真入りの論者の一人として登場している４。これ

は，有識者としては最も高い形で取り上げられるよ

うになったことを表しており，日本の主要メディ

アから環境NGOが，ハニガンの言う「第一義定義

者」（Hannigan 2014：108）と目されるようになっ

たことが示唆される。ハニガンは，環境報道の性格

を形作るニュース作成過程の特徴として，複雑な環

境問題を自分で整理できると考えている記者はほと

んどいないため，通常は何が起きているのかについ

て，確からしく説明してくれる「知識のある取材源」

に頼るとしている。一般的にメディアへの情報提供

ができるのは公式のニュース・ソースに大幅に限定

されており，これらは「第一義定義者」となって，

その取材対象事象をどのように捉えるかについての

最初の論調を形作ることになる。通常は「第一義定

義者」は，ほぼ例外なく政治的，社会的ヒエラル

キーのエリート層であるが，Cottle（1993：12）は，

環境にかかわる報道においては必ずしもそうではな

いと主張している。Cottleによる1991年から1992年

にかけてのイギリスのテレビ番組の分析では，環境

問題の第一義定義者は，科学者，行政官，政治家，

環境NGOなど多様な要素から構成されていること

が見出された。本稿は気候変動交渉に関する記事に

限った分析ではあるが，日本においてもようやく環

境NGOも「第一義定義者」としてメディアから認

知されるようになったといえるのではないか。

４．５．気候ネットワーク掲載記事の調査分析とWWF

との比較

次に国内の環境NGOのメディアに対する影響力の

変遷を見ていく。気候変動NGOのネットワークであ

る気候ネットワークは，COP3が京都で開催されるこ

とをきっかけに設立され，当時は気候フォーラムと

呼ばれていた。日本で初めて形成された本格的な環



71環境報道におけるNGOとメディアとの相乗作用の考察

境NGOのネットワークで，COP3開催時には約250

もの参加団体を得て，NGOの存在を世に知らしめ，

COP3を成功に導いた大きな力の一つとなった（松尾

1999）。そのため国内の環境NGOとしては気候ネッ

トワークを対象とするのが妥当だと考えられる。

図４でまず目につくのは，気候ネットワークの記

事掲載率が1997年京都会議において群を抜いて多

いことである。COP3をカバーする全記事数の13％

も占めており，環境NGOネットワークという新し

く設立された存在にメディアが注目したことがわか

る。ただその内容は，NGOネットワークが設立さ

れたこと，市民がパレードやイベントを開催した

ことなどNGOの設立や活動を取り上げたものが71

本中50本（70%）も占め，NGOのコメントやイン

タビューを取った記事は21本（30%）に過ぎない。

それも会議中のNGO活動についてのコメントが多

く，交渉内容についてコメントをとっているものは

わずかであった。しかも80%以上の記事が大阪や京

都の地方版であり，国際交渉に関する記事というよ

りは，地方で開催される初めての大きな国連会議に

沸く地元取材といった様相が伺える。このころの国

内環境NGOは，力を結集して活動をはじめた黎明

期で，まだ気候変動の国際交渉に関して十分な知見

もなく，交渉能力も低かったことが次の二つの記事

からも伝わる。海外から来た国際環境NGOが専門

家として各国政府に影響力を与える様を初めて目の

当たりにして大きな刺激となったことも伝わる。

「日本政府はNGOの「気候フォーラム」に対し

て毎日30分間のブリーフィングをしていました。

せっかくの場なのに，NGOは交渉内容を知らな

いため，質問が的外れだったり，加盟団体がバラ

バラに意見を言ったり。発言は要望にとどまって

いて，圧力になりえてない」。参加した学生ボラ

ンティア：佐藤健朗さん談（毎日新聞 1998）

経験豊富な海外のNGOと比べて，組織や資金，

人材などすべての面で力不足とされた日本の

NGO。だが，「気候行動ネットワーク南アジア」

のコーディネーターのアテック・ラーマン氏（バ

ングラデシュ）は「（気候フォーラムなどが）一

年でこれだけの組織にまとめたのは称賛できる」

と高い評価を与えた。

マレーシアの環境活動家，ガーミット・シンさん

図４：気候ネットワーク掲載記事の分類

出典：筆者作成
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は「政府への影響力という点ではまだまだ。だが

２万人もの市民を集めて集会を開くなどよくやっ

た。あきらめないで続けてほしい」とエールを

送った。（読売新聞　1997）

10年たった2007年においても，まだ気候ネット

ワークの記事はNGOのパフォーマンスを取り上げる

記事が大半であったが，2009年からは有識者として

のコメントが掲載記事の半分を占めるようになった。

この背景には2008年から開始されたWWF戦略の効

果もあるだろう。さらにこの年には，民主党政権の

計らいではじめてNGOが政府代表団入りすることが

決まり，気候ネットワークとWWFジャパンから一

人ずつ参加した。これは各新聞に掲載され，NGOの

専門性をよりメディアに印象付ける効果があったと

考えられる。次の記事は，2009年に掲載された気候

ネットワークの浅岡美恵事務局長の話である。

　ネットワークの前身は「気候フォーラム」。

COP3の京都開催が翌年に迫った96年に発足し

た。当時，海外と日本のＮＧＯには，大きな差が

あった。欧州の団体は，法律や経済，気象学，環

境工学など多彩な分野の研究者を擁する。常勤の

専門家が有給で働き，数十万，数百万の会員，支

援者が活動を支える団体もある。

　浅岡さんは，ＮＧＯが相当な力，継続性，市民

代表性を持たなければ，成果に結びつかないと考

える。相当な力とは，情報収集・分析力，交渉力，

説得力，提案力，発信力などだ。欧米並みの組織

に成長するには，有給スタッフの増員，若い世代

が安心して職業にできる環境作り，支援の広がり

が課題だという。（読売新聞 2009）

池田和弘（2016：69）は，この記事から1997年か

ら2009年にかけて，日本の市民社会を取り巻く状況

が大きく変わり，グローバル化することによって，

市民社会が専門化せざるを得なかったと分析して

いる。「1997年のNGOは，政府から自治体，NGO，

タクシー業界から小学生に至るまで京都会議を成功

させようというお祭りにも似た熱気に包まれてい

た。それに対して，2009年のNGOにあるのは，外

国語を操り，交渉を評価分析するクールな分析官の

視線である。」と池田（2016：69）は言う。気候ネッ

トワークをはじめとする日本の環境NGOが専門家

として成長してきたことが伝わる。

2015年には有識者としてのコメントが21本中15

本（71%）と大半を占め，さらに気候ネットワー

クの代表が論者としてインタビュー記事にも３本

（14%）取り上げられ，押しも押されぬ有識者とし

てメディアに認知されたことがわかる。気候ネット

ワークの研究報告を取り上げた記事も出てきた。こ

れは気候ネットワークが独自に継続調査している日

本の石炭火力発電新設の動きを批判する研究報告で

ある。これまでも気候ネットワークは経団連の自主

行動計画の評価など多くの研究報告書を出してい

るが，COP関連の記事で全国紙で大きく取り上げ

られた研究報告はこれがはじめてであった（毎日 

2015，共同 2015，朝日 2016）。これはNGOの影響

力が高まっていることを示している。これらの分

析結果から，国内環境NGOを代表する気候ネット

ワークは，1997年の京都議定書をきっかけに海外

NGOのサポートを受けながら成長し，専門化され，

2009年には有識者としての認知が日本のメディア

に広がってきたことがわかる。2015年には，気候変

動に関してメディアから「第一義定義者」の一角と

認識されるようになったといえるのではないか。

WWFと気候ネットワークとを比べると，WWF

ジャパンが国際NGOということで1997年当初から

WWFインターナショナルのスタッフとともにコメ

ントを取る有識者として扱われているのに対し，気

候ネットワークは，当初は団体の活動やイベント紹

介が主であった。しかし2009年には有識者として

のコメント掲載が増加し，WWFよりは10年程度の

遅れをもって，気候ネットワークも，スタッフの専

門化とともに，メディアの扱いが変化したことが

見て取れる。2011年，2015年にはWWF，気候ネッ

トワークともに有識者としての登壇が主となった。

WWFの方がコメント掲載数や論者としての扱いが

大きいが，これは気候ネットワークをはじめとする

日本の気候変動NGOの常勤スタッフ不足，とりわ
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け広報の専門スタッフが確保できていないこと等が

原因と推定され，今後の課題と考えられる。

５．メディアとNGOの新しい関係が日本の環

境政策過程へ及ぼしうる影響の考察

　４で示したWWFと気候ネットワークの掲載記事

の内容分析は，これら二つに代表される国際環境

NGOと国内環境NGOネットワークが，成長の差

こそあれ，主要なメディアから，ニュースの情報源

として欠かせない存在となり，第一義定義者とも

目されるようになったことを示唆している。この

背景にはNGOの専門化がまず挙げられる。池田和

弘（2015：69）が指摘したように，「1997年の経験

を通して成長を促されたNGOは，政策形成過程に

市民の力を継続的に注ぎ込むために，専門的な力を

手に入れる必要に迫られた」のである。そしてその

NGOの専門性を主要メディアに認知させる能動的

な働きかけを，WWF戦略的舞台裏広報が担ったと

いえよう。一方，池田和弘（2015：69）は，1997

年に比べて2009年の市民社会の記事が減少した理

由を，政府が交渉を行い，新聞がその過程をわかり

やすく解説して伝えているため，大部分の普通の市

民にとっては，他に交渉を分析し交渉する組織も，

評価し解説する制度も必要に感じなかったからだと

分析した。第6回世界価値観調査によると，日本の

市民は欧米諸国と比べてもはるかに報道機関に信頼

を寄せているため，NGOなどによる代替的な情報

を求める声は小さかったためと分析している。しか

し本稿のはじめにで指摘したように，日本の環境報

道には記者クラブ制度など政府との密接な関係から

くる，報道のバイアスがありえる。政府という情報

源が日本に都合の悪い情報を積極的に伝えない場合

には，主要メディアでもいっせいに不正確な報道を

してしまうリスクを抱えている。また4.2でみたよ

うに，温暖化というグローバルな環境問題に対して

も，日本に関係する時には大きく報道するが，そう

でないときには関心が薄れやすいこともわかってい

る。つまり，政府とメディアだけにまかせていては，

日本の大部分の市民は，日本目線で，政府や産業界

に都合のよい情報しか目に触れない可能性もある。

政府以外にも気候変動交渉をグローバルな視野で分

析し，メディアに解説できる専門NGOの果たす役

割は大きいのではないか。

　本稿では，専門NGOがメディアをサポートする

ことによって記事の正確度を増し，NGOのもたら

すよりグローバルなスタンスに触れて，よりグロー

バルな視座の記事になりうること，そしてそのサ

ポートの過程でNGOの専門性が認知されて，有

識者・論者としてのコメントやインタビュー掲載

によって，NGOが主張を世に送る機会を増やすこ

とが可能であることを示した。これはメディアと

NGOの新しいウィンウィンの関係がありえること

を示している。この戦略的舞台裏広報は，他の国に

おける他のアドボカシー団体にも適用可能な有用な

戦略であろう。この新たな関係によって，日本の環

境報道の熟度が高まり，さらにNGOの主張する，

より環境十全性の高い政策を実現する方向へ歩みを

進める可能性が見えてきた。

しかしいまだ日本のNGOは，佐藤が指摘したよ

うに政策決定への影響力は大きくはない。メディア

にようやく有識者，論者としての認知が広がってき

たとはいえ，政策決定の場である政府審議会など

の委員に選出される環境NGOは極めて限られてい

る。日本の環境政策決定プロセスにもっとNGOが

関与して，より環境十全性を高めていくには，本

稿で検証したNGOとメディアとの相乗効果をあげ

るような関係をさらに進めることもさることなが

ら，日本のNGOを取り巻く状況，財政難や専門人

材不足，認知不足を解消し，さらなる政策提案力の

強化が必要である。CANジャパンによると，気候

変動交渉に関わる専門NGOスタッフの数は過去10

数年間増えていない。限られたリソースでなんとか

専門知見を駆使して活動する状況は本質的には改善

されていない。その突破口はどこにあるのか。本稿

では触れることができなかったが，WWFスクール

に開催当初から参加している各紙のベテラン論説

委員・編集委員は，他の大多数の記者とは異なり，

はじめからNGOの高い専門性を知っていた。特に

バリCOP13で唯一正確な報道を行った編集委員は，
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以前から海外在住の国際NGOを重要な情報源とし

ていたことが，３．５の調査で明らかになっている。

数少ないこれらのベテラン記者の洞察力を頼りにさ

らなる調査を進めることも有用であろう。日本の気

候変動対策を推進するには，今後さらにNGO・メ

ディア双方の成長と関係の深化をはかっていくこと

が必要である。

注

１．経団連ブロックは最も影響力が大きいとはいえ，他

の２ブロックと決定的といえるほどの差はないため，政

策過程にある種のバランスが働いているという。

２．2015年夏から冬にかけて実施した，読売新聞・朝日

新聞・毎日新聞の当時の環境省記者クラブ所属記者（各

紙２人ずつ）ヒアリングによる情報

３．アメリカが京都議定書を批准しなかったため，京都

議定書の発効のために日本の批准が焦点となり，その交

渉力を使って日本が自国の森林に有利な条件を勝ち取っ

た時であった。

４．論者としての掲載は，日経新聞本体ではなく日経産

業新聞である点があと一歩とも言える。
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